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德川後期「インフレ的成長」論の再検計

斎 藤 修

I

t ；iiPご年，1818年は近世後期物価史上の転換点であった。この年から1820年にかけて幕府は金銀
. . . . . . , . -.  .. ,

货の改鋳を行い，その結東として貨幣流通量が40 % もの膨張をみたからである。その影響はいうま

でもなく大であった。物価は1820年を底として長期的上昇局面に入ったのである。夭保飢鎭として

知られる，1833年から数年間にわたる不作はその上昇傾向をさらに押し上げたが，それ以前までの

期問をとっても，一般物価は約30% もの上昇を示したことを新fe (I978) は明らかにしている。

以上の2 つのぎ実—— 貨幣発行量の増大と物価上昇を因果関係としてとらえるのは容易であ

る。古典的な貨幣数量説に従うならば，それはむしろ自明の理というべきであろう。

しかし，新保教授はその考え方をとらない0 文政の場合，改鋳ー貨購流通量増大のプロセスがそ

れ以前と異なっていたからである。元文改鋳では増歩交換方式がとられでいたのにたいし，文政改

髮Hこおいては等価交換方式がとられたため，幕府の改鋳益金はそれだけ大きく.なり，通貨供給量の

増大も「幕府の財政支出というチャンネル」を通って行われることとなった0 改鋳の直接的結果は

幕府財政支出の増大であり，それによってインフレ*ギャップが生じ物価上昇が起ったのであるか
( 1)

ら，単純な货常数量説の因まは当てはまらない。これが，新保説の第一のポイントである0 

新保説の第二のポイントは，財政支出の増加はたんに物価に影響しただけではなく，「有効需要 

の拡大をつうじて経済発展に刺激をあたえJ た，すなわち「インフレ的成長J が始まったというこ 

とにある（323買)。これほかなり大胆な，また興味深い議論であるが，端的にいって，文政以降成 

長が開始したことを示す史料は乏しい。特定地方の特定産業で生産が拡大したことを示す事実はな 

いわけではない（例えば，和泉の木綿や野旧. 跳子の德illOoしかしそれらの場合，他の地方における同

注（1 ) 新保教授はrインフレ♦ギヤタプj というぎ葉を使クてはいない。むしろ，r有効需要J の増大という表現を好んで 

使う。この点については西川(1 9 7 9 b )を参照。

( 2 ) 中村（1968) 50-3直，荒居（1965)。
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じ産業のま退によって全国的動向にはあまり変化がなかったという可能性もあ(り31 それだけやは全 

国的規模での投資増大の確実な証抛とは看做し難い◊ むしろ確実なのは*農業と海運についてであ 

ろう。新田開発，とくに東日本におけるその件数の増加ほ，明らかに農業投資の増大を物語っでい 

るし（梅村，1 9 7 6 ) ,石川浜田と羽州飛島における山陰船• 北陸船の入港増加は， 日本海沿岸地帯に 

おける船舶投資の増大の反映といえよう（梅村，I979)。ただ, これらの事実が， マクロ . レヴ$ ル 

での投資増大，ひいては総生産の成長開始を物語るものといえるのかどうか，現在のところ確定的 

なことはい免ない。新保 (I978) は，相対価格の動きから1 人当り所得の増大を推測しているが， 

今後この分野での事実発見の積重ねが期待さ; ただ印象論的にいえば，文政以降成長開始の可 

能性ほあるように思われるので，ここではこれ以上立ち入らない。

むしろポイントは, この r財政支出一 インフレ的成長J の仮説が実物的ケインズ•モ デ ル に よっ 

ているという,ところにある。新保教授のアプローチは一少なくとも1820年以降にかんするかぎ 

り かなり「実物的j なのである。

ところで, このようなケイシズ的，あるいは実物的アプローチをとる場合に注意しなければなら 

ない点がある。それは，幕府は近代経済における中央政府と同じではなかったという点である。貨 

幣政策についてみれば，幕府は貨幣鋳造権を握っていたが，各藩ほ一 - 少なくとも.銀礼にかんする 

かぎり一藩札を発行することができたから，藩内の貨幣流通量は幕府のコントロールしうるとこ 

ろではなかった。各藩はまた独自の産業政策• 「貿易」政策をとることができナこ。 それゆえ， 幕府 

の中央政府としての機能は限られたものであったと考えざるをえない。むしる, 幕府もまた一*領主 

にすぎなか◊ たといった方が正確かもしれ/ぶい。

この点ゆ，幕府財政支出増大の効果を全S 的規模で考えうるかどうかという問題と関連する。も 

し幕府を中央政府と考えるならば, 生産拡大は全国的規模で考えなければならない。これれたいし 

一領主としてとらえを場合, 生産拡大は幕領経済にかぎられる◊ 次節においてみるように,前者の 

場合, 財政膨張の効果は小さい0 それにたいし後者では，効果は大きくでるが，それは一•領主経済 

内に限定されているわけである。このことは，もし幕府財政規模の膨張が「引き金』となって全H

注（3 ) 衆州木綿の場合，その成長は摂河地域の没落と関連しており，幽東蠻油の場合は，下り疆油の減少と対;Eしている。

( 4 〉 相対価格では，とくに木綿などのr大衆的需要J をもつエ産物の動きが重要である（130, 320頁)。それらの価格は， 

物価上界期には米などに続いて上昇を開始しており，明らかに雷要の根強さを示しているが，他方では，その後の価格 

上昇率は他商品，とくに農産物はど高くなく，供 給 （したがゥて生j蜜）の愤大を示唆している。 ,
けれども，この仮説に適合的で.ない?}f樊もある。現在のととろ，檢川後期における（サービスを除く）総生産の拙移 

にかんして得られる推許として最も信® 俊の高いものは，西 川 ( 1 9 7 9 a )による長州の研究であるが，それによれぱ， 

1840年から1874年の間に人口1 人当り物座高の成長はみられなかった。また総物座高にたいする非農産高の割合に，も* 
はとんど变化がなかった。もちろん, 長州の例をもって全国レペルの動きを推し測ることはできない。 このような班究 

力•、もっとなされる必要のある所以である。

( 5 ) すこだ, 德川後肌とくに 18世紀後半以後，幕府の（貨幣政策以外の）経済政策に中央政府的志向がみられるようにな 

, ってくるということも事実である。幕府金融政策の中心であった公金貸付が，外様大名にも私領農民にたいしても行わ 

れるようになったのは，その81われであろう（竹内，1965)。 、
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的規模での経済発展が始まったのだとすれば，幕領，とくに三都で生じた急激な需要増加が，増幅 

きら地方へ波及していったからには 'かならないことを意味する。

新 保 （1 9 7 8 )では，この点についての譲論ははとんどされていない0 幕府財政増加効果をr増ifSj 

さ せ るメカニズ A は どのようなもの'"bあった;か，'そもそもそのような「増幅」現象か実際に後察さ 

れるのであろうか◊ だがこれらの問題に入る前に，文政期の財政膨張の影響を数値的に示しておき 

たい。

1

まず，幕府の全国経済に占める位置が近代国家のそれと同じであったとしよう。その場合，財政 

支出の効果をみる最も筒単な「実物的J 方法は，財政支出乗数によるものである。いま，当時の国 

民所得が個人消費支出と幕府財政支出とからなるとすれば，財政支出乗数は投資乗数と同じく， 

1/ (1-限界消費性向）となる。 われわれが現在のところ利用しうる限界消費性向の推計値は， 糖本 

(1975)による周防大鳥宰判のものだけであるから， それを代入して財政支出乗数1，7 2 を得る◊

幕府の歳出は文政改鋳の開始とともに膨張を始め，1823年と26年に2 つのピークをつくり,以後
(7)

縮小する。そ こ で 1817年と1826年をとってみると，その間の増加は1 6 0方雨に達する。上記の乗 

数をかければ，国民総生産はこの間に2 7 5万両増加したことになる。

当時の国民総生産規模を知るための唯一の手がかりは，1830年の全国実収石高3 ,9 7 6万石である
/ P \ ( 9、 (10)
が，それを両に換算し，総生産高に占める非農業部門の割合を2 分の 1 と仮定すれぱ，9 ,3 8 4万両

を得る。もし財政支出以外に成長要因がなかったとすれぱ，この間の経済成長は3 % , 年率にして 

0 ,2〜0 .3 % であったことになる。 '

財政支出効果を測るもう一っの方法は，産業連関表を使って間接需要の大きさを測定しま出高 

への影響をみるものである。いま，西川，梅 本 （I977) によって推計された防長一*円の二部門「経 

済表J を使い，財政支出増加分160万両のうち100万両が非農業部門（サービスを含む）に支出され 

たと想定すると， 農業部門産出高の増加は7 4万雨， 非農業部門産出高の増加は1 26万雨を得る。

注（6 ) 藩札の発行ということから，藩経済においてもやはり財政インフレが起ゥていたと考えているように思える筒所があ 

る （とくに323貝) o と点に '0 いては第HI節で触れる。

( 7 ) 新保 (1978) 75貝。 ■

( 8 ) 中村 (1 9 6 8 )の推計。実際の総石高の1‘3倍にあたる（170H)。

( 9 ) 石に付き75ル両に付き63.7鬼，新保 (1978), 3 3 6 -8 ,173買。いずれも1828-32年の大阪相場の乎均。

( 1 0 ) 長州の場合，非廣産出高（サ•"ビスを含む) のクプ-イトは48%であった（西川 . 稀本， 1977 ;西川，1979c, 26頁’)。 

広島藩では，そのウェイトはさらに高かった。非農産6 品の推計産出高を☆ 計しただけで，実高と匹敵する値を示して 

いるからである（谷村，1 9 7 8 -9 ),したがって，奨収石高を2 倍して得られた総産出額は{1£目といえる。

他方，産出高を単に合評しても国民所得とはならない。そこでは，部門間の中間取引がニmil.算になっているからで 

ある。長州の場合，付 加 細 値 率 で あ っ た （西川，1979c,28頁)。 これは，推計を高目に見積る要因である♦兩者 

を董引勘定すれぱ，当時の国民総生産は奨収石高の約2 倍ということになろう•

 —66 (̂ 556 )̂ ■— ^
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合計で2 0 0方両の増加であ財政支出乗数による推計値2 7 5方雨に比べるとやや小さいが， 精度 

を考免れぱ大差ないというべきであろう。換言すれば, 中央政府としての幕府のr財政政策J の効 

果は，ゲインズ• モデルによっても産業連開モデルによっても,年率0 .2〜0 ‘3 % の総国民生まの 

成長をもたらす程度の大きさであったと測定されるわけである。

たたいずれの場合も「実物的」モデルであるから，物 への はねかえジは考慮されておらず，計 

算は当年価格ベースでなされている。しかし，調整過程でインフレ• ギャップが生じたはずであり, 

また実際，物価上昇が起ったのであるから，総生産の実質成長率はそれにじてさらに低いものと 

なろう。

このように小さな財政支出効果は，いろまでもなく，国民総支出に古める幕府財政支出の割合が 

小さかったという事実の反映である。1830年 9 ,3 8 4万雨という総生産額推定値に対応する幕財政 

ま出を新保（I978) でみると， 31 2万両である(がと, この数字には代官新等の現地行政機関の会計, 

幕府における臨時御用金会計，さらには（おそらく）経常部米方会計における歳出が含まれてい‘な 

^ 、。総生産の推定値も不確かなもの’であるから，あまり大きな意味をもたせることはできな 、けれ 

ども，対® 民総生産比は5 % 以下，高目に見積っても6 % を超えることはなかったであろうン混合 

経済における比率はもとより，今から100年前, 明治1 3年の 1 1 % という数字と比べて相当に 

低い数字であった

この明治の数宇は，しかし，完全な意味で比較可能ではない'。財政ま:出!に地方政府の分も含ま 

れているからである。1880年における地方政府支出総額は,全休の3 0 % であったが,旧幕時代に

■ -  ;--------- —---------------- ；—---------------------   ■ ■ t

注( 1 1 ) 防長- r経濟衷J から得られる投入係数は， fl,1 = 0.03, tfi,ニ 0.09, <5r„ = 0.06, = 0 .1 7である。部門*‘のま出

量をぬ，最終需要め（1 = 農 業 部 2 ニ非農業部門）とし， ，

(iJ) — + + ■
に 上 記 の 投 入 係 数 を 代 入 し て , 書 き 換 え れ ば ,  ，

(iii) X x = 1 . 0 3 7 9 F ,  +  0 . 1 1 2 5 F ,

(tv) X , = 0 . 0 7 5 0 F i + 1 . 2 1 3 0 F ,

が得られる。

幕 府 財 政 支 出 の 部 門 間 配 分 を 知 ?）う る 史 料 は な い ◊ 内 訳 が わ か る も の も 1 7 3 0 , 1 8 4 3 , 1 8 4 4 年 に つ い て だ け で あ る が ， 

そ れ ら を み る か ぎ り ， と く に 農 産 物 へ の 支 出 が 多 か っ た と 考 え る 理 由 は な い （大 口 ， 1 9 5 9 ) ◊ ま た ， 1 7 8 9 〜 1 8 1 5 年 の ， 

規 模 の 大 き な 臨 時 支 出 項 目 は ， 寺 社 修 復 , . 土 木 事 業 ， 来 聘 使 入 用 な ど で あ っ た （古 島 ， 1 9 6 5 ) 0 ' し た が っ て ， 非 農 考 部  

門 へ 3 リ多 額 の 支 出 が あ っ た と 考 え る 方 が 現 実 的 で あ ろ う 。 た だ し , との部 門 間 接 分 比 を 多 少 動 か し て も 計 算 に 大 き か  

差 異 は 生 じ な い 。 •

( 1 2 )  7 1 頁 。 1 8 2 8 ~ 3 2 年 の 平 均 値 。

( 1 3 ) こ の 点 に つ い て は ， 古 島 （1 9 6 5 )  8  ~ n 頁 を み よ 。 代 官 所 等 で の 行 政 費 用 総 額 が ど の 位 の 规 摸 で あ っ た か 今 知 り ★ か  

い が ， 町 人 へ の 御 用 金 に '0 い て は 1 8 4 4 年 庇 の も の が わ か る （大 口 ， 1 9 5 9 ) 。 そ れ に よ れ ば ， 本 丸 :f? 建 費 用 と し て 大 坂 町  

人 へ 5 2 方 商 賦 課 さ れ て い る が ， 前 年 に は こ の 獨 目 は ゼ ロ で あ っ た 。 臨 時 的 出 費 に 伴 う 臨 時 的 収 入 ；̂い え よ う 。 同 じ く 大  

ロ （1 9 5 9 ) に よ っ て ， 1 7 3 0 年 と 1 8 4 4 年 の ネ 方 歳 出 を み る と ,，そ れ ぞ れ 5 9 万 石 ， 6 6 万 石 で あ っ た 。 1 8 4 2 ~ 0 年 の 大 坂 相 場  

石 に 付 き 7 9 . 8 な ， 兩 に 付 き 6 4 . 2 な で 換 算 す れ ぱ （斩 保 ， 1 9 7 8 .  1 7 3 ,  3 3 S 貝 ) ， そ れ ぞ れ 7 3 万 両 ， 8 3 ガ 两 で あ る ◊ し た が  

ゥ て ， 上 記 歳 出 に 1 0 0 万 雨 位 は 上 乗 せ し な け れ ぱ な ら な い だ も う 。

( H ) 江見（1 9 6 6 )14真。全政府支出り内訳は，中央政府6,310万円，地方政府2,770万R , 中央から地方政府への移転支出 
360万円である。 ，’ ハ

6 7 (5 ^7 )
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おける藩財政支出総額を知りうる手だてはない★ しかし, 天保年間の，新由高をも加えた全国総石
• (15) _

高2,975万石のうち，幕府直■ 領ゆ4 2 0方石（H % )であったこと，表高 3 7万石，実高9 9万石の山 
, (16) ,

ロ藩の財政支出が6 2 方両であったことを考えれば，1820,30年代における（藩財政支出をも含めた）
(1り

全政府支出/ 国民総生産比が20%近い数字となったとしても不思議ではない0 しかし，それは同時

に，幕)|^財政の比重が小さかったことを端的に物語っているのである。

.それでは，一領主としての徳川氏が治めるところの幕領経済の特質は何か。それは第一に，--円 

知行でない点にある。幕照直轄領ゆ全国各地に散らぱっていて，充分な政策効果が期待しにくい構 

造をもっていた。後期になって，江戸地廻り経済圏への志向がみられるようになる理由もこの辺に 

あったのである6 第二は， 都市経済のクュイトが非常に大きかった点である0 しかも， それら三 

都が同時に全国的な中央市場としての役割を果していたわけである。第三は, きわめてr输入依存 

度J の高かった経済だというこ,とができる。これはいうまでもなく，江戸という大消費ポ場をもっ 

ていたという事実の反映にはかならない0 .

しかし，そ の 「輸入依存度J 力;どの程度であったかの見当をつけることは難しい6 現在得られる 

最も網羅的な大阪入津高あ料は，1736年のものであるが，その総価額は新保（I978) によって1 5万

貫と推計されている（23頁)。この入津量を，ここで対'象としている時期（I8!7〜26年）め価‘格で'評
(18) ,、

価すれば2 4 1万両，もう少し現実的に考えて，入津総量が蔵米入津量と同じテンポで増加したとす
(19)

れぱ，その価は3 2 3万雨である。この3 2 3万両という大阪へ の 「輸入」量がいかに大きな数値であ

ったかということは，天保年間の幕府直轄領総石高を1817〜2 6 年の米価で評価した値が3 9 7万両 

となることによってもわかろう。もちろん, 暮領の（サービスを含む）総生産は一一-都市部門のウユ

ィトを考えれぱ-— 3 9 7万両の数倍にもなったと思われる。しかし他方で,大阪への入津高が幕領
(20)

へ の 「輸入J のすべてであったわけではない。江戸へ直接入荷する商品も多かったのである。

以上を前提として1 6 0万両の幕府財政支出増加を考えればどうなるであろう力、。まず短期的な効 

果についてみよう。江戸で生じたそれだけの大量の需要は，一部は地廻り経済へ波及したであろう

注( 1 5 ) 古 岛 （1%3) 57貝。なお，この総石高は，中村推計の遂礎となった数字より若干低い。

( 1 6 ) 総き出は札銀で3.2万 iq：である（西川, 1979c, 2頓 )0 JE銀 100;^に付き札81な，両に付き63‘4ねで換算。金相場は大 

阪における1840-4年平均値（新保，1978, 173K )。 ,
( 1 7 ) ただし徳川期の領主財政には領主および家fSの家計の勘定も込みになっている点に注意しなけれぱならない。例え 

ぱ幕府の場合* 大奥費用も含まれているわけである。この点は，31̂[に， きわめて大きな過大評価の寒因となる。

( 1 8 ) 実際には，商時点の物価水準に大きな塞はなかった。卸売物価について比缺はできないが，京都消費者物制指数をみ 

ると，1738年 86*9, 1817-2 6 4|i乎均8 8 .0だからである（新保，1978, 30〜35貝)。後者の期問における金相姆は，62.6 

なであった（同，172-3K X

( 1 9 ) この間に，大阪への入荷量は増加したと考えられる◊ 主廣商品の動きをみると，鉄や銅のように減少したものもある 

が，多くは顕著な增加を示しているからでる（林，1969, 226頁)0

( 2 0 ) 米の場合，上力への依存度は徳川中期よりすでに低か たと思われる◊ 魚油や味嘲などもそうであった（林, 1969, 
19レ 2貝、

6SC388')
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德川後期「インフレ的成長j 論の再檢时 

が，力、なりの部分は江戸および大阪への「輸入」増大となってあらわれたであろ( f V 西川（197%) 

がいうように，その結果が三都におけるインフレーションであった。そして，文政改鉢ー幕府財政 

膨張の結果として確実にいえるのは，現在のところ，突物的な面でめ「輸入」急増とマネタリ一な 

面でのインフレということであろう。

しかし最大の問題は，これらが全国経済の成長と結びついたかどう力、，もし結びついたとすれば, 

どのようなメカニズムによって結びついたかで、ある◊幕镇経済の「輸入J 増加傘がいかに高くても， 

その増加分がただ全国に拡散しただけでは一 一 本節の前半の計算が示しているように一 大きなイ 

ンパクトとはならない。ポイントは，その効果がいかに「増幅」されたかにある。次節で，との間 

題を少しく整理することにしよう。

1

r増メカニズムのうちで中心的役割を果すのは，いうまでもなく投資であろう。それはまた, 

成長のユンジンでもある。前節で財政支出増加の効果を調べる藤に使ったモデルでは，いずれの場 

合も新規投資はゼロであって，幕府財政政策の結果，投資が誘発されるというメカニズムは組込ま 

れていなかった。しかも，それらのモデルは全く「実物的Jなモデルで— イムプリシットには，調 

整過程で、インフレが起こることが想定されてはいたが-~~マネクリー部門と実物部門との関係は考 

慮されていなかった。そこで，以下では，幕府財政支出の増加* 貨幣流通量の増大，その結果として 

のインフレの発生ということが，どのようにして幕領経済圏以外の地域における投資拡大，生産増 

加に結びつきえたか，その可能性としてどのようなものが考えられる力、，をみてゆくことにしよう。

1 マネタリー部門との関連ということでいえば，おそらく最もオーソドクスなケインズ的解釈 

は，利子率を媒介とするというものであろう。貨幣供給はたんに物価水準に影響を与えるだけでは 

なく，利子率をも動かすことによって投資量を変化‘させ，実物経済にも影# を与える。そこで，幕

法(2りしかし，江戸における膨大な超過需要の発生が地廻り経済に与えた影響を過小に評するのは誤りであろう。いま， 

仮に江戸を舍む開A 州の経済を想定することとし，その r翰入J 依存度が農，非農業部門とも50%であったとしょう。 

(v) = + + iWl
M) = + 一iWj

であるから（M/は輸入量)，？9ぴ防長の投入係数を使えば（注11を参照)， '

(4 X,=0.6822fi', + 0.0462F,

m  ~  0 .0308F, + 0 .7540F, .

となる。幕府財政支出にょる最終霜耍の増加が，^ ^ = 6 0ガ兩，F ,ニ100ガ商であったとすれば，邀樂部門でのま出量は 

46方両，輪入量はその半分の23万两，非農業部H では77万両と39万商の増加となる。都合123方雨の産出量増加，6 2万 

両の输入増加である。開A 州の天保時の総石高が519万石，金に換算して611万両であったから（換算率については注6 

をみょ），輪入品にたいする追加的需5?の大きさもさるととながら，123方商という額が江戸地廻り経済の拡大にとって 

非常に大きな刺激となったことは商めないであろう。そして，その需耍を充たす虫ま拡大が，生座能力の拡大をも伴っ 

ていれは’, やがて r檢入代替j 力，、進行するであろう《江戸地廻り経済圓の成立と通常いわれているところの現象は，こ 

のょうなめ容をもっていたと解釈することができる。 .

—— 6 9 (3 8 9 )一一-一
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府による貨幣供給の増大が，三都における貨幣市場で利子率を低下させ，それによって三都商人の

投資活動が活発化したということが後かめられれぱ，このメ力ュズムの重喪性はきわめて大である。
(22)

けれども，利子率水準が18世紀末以降, 低下傾向にあったことは今や明らかであるが，文政改鋳に
(23)

よる顕著な利子率低下があったがどうか確認されていない0 また，夫保以降の物価と利子率の関係，

ぉ ょ びその他の断片的証抛からみるかぎり，大阪商人の投資活動が活発であったとは考えられず，
(24)

むしろ貸付資金はだぶつき気味であったと思われる。

それ故，このメカ二ズムが実際に作用していたがどうかのきめ手は,三都貨幣市場での利子率低 

下が地方に波及したかどうか，そしてまた，それ力'みの地方の投資量増加として結実したかどうか， 

という点にあるであろう。けれども，残念ながらこれらの問題について，われわれははとんど何の 

知識ももっていないのである。

2 投資は利子率の関数であるという議論は，実は投資主体の期待が一定である場合に有効なの 

であって，ここで対象としているような時期には不適当かもしれない。ここ'^、対象としている文政 

以降はインフレの時代であるから，むしろ，その価格上昇が生産者の期待収益を変化させ，そのこ 

とにより生産設備の拡張が起ったと考える方がよいという譲論も成り立つ。実際，新 保 （I978)が

「インフレ的成長J という言葉でま現しようとしているモデルは，このようなものではなかったか
(25)

と思われる。

この仮説は，一見したところ，利子率仮説より難点が少ない。1820年以降の物価上昇が全国に波 

及したことは，米価の動きから確かめられている（岩橋，1 ^ 7 )。また， 第エ節に記したように，農 

業投資 . 船舶投資がそれに対応するように増大したと推定されでいるからである。

しかし一一これも第];節で述べた点であるが—— 投資拡大という点にかんする事実雄認の必要が

あるということを別としても，との仮説には問題点がある。それは，この仮説がいかにもっともら 

しくても，それだけではチストできないという点である。生 産 （あるいはその代避まき標）の時系列デ

タが得られ，かつまた他の要因の影響を多少なりともコ ツ トロールできるケースにおいて，価格
(26) '

0との対応関係を検討する必要があろう

3 以上2 つの仮説においては，「国際貿易J 的視点ははっきりとした形ではでてこなかった 

そこで，以下ではこの点をもう少し明示的に考慮することにしよう。

注( 2 2 ) 斋藤（1 9 7 6 ) ,新保 （1978) 2 3 1 S以下。

( 2 3 ) 鴻池♦三兆における受取利息/ 贷付金総額比をみるかぎり，確かに，1820♦ 以降の低下傾向はみられない。新 厳 （19 

78) 23も 2 3 8 ^ 9買参照。しかし最近の研究Gifl村，1 9 8 0 )では，播州農村における利子率データと幕府財政支出と 

の間に有意な負の相関が見い出されている。文政以前のデータによるものではあるが，それは，文政以降の幕))^財政支 

IU墙加に対応した利子率の低下を予測させるものである。

( 2 4 ) を 藤 （19 7 6 )第 4 節参照。

(25) rインプレ的成長J という言葉は, 大"I ( 1 9 6 7 )で使われているものである。

( 2 6 ) この奴説のポイントは，期待収益が過去の物価上界率に依存するというととろtこある。しかし,これはこのままでは 

检諷不可能である◊ 実際には，ま出高の価格粥力性を測定するという作業となろう。

70(59<?)
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最初に考免なければならないのは，幕領経済における輸入需要の増加，三都におけるインフレの 

発生にたいして，諸藩がどのような政策的対応をとったかという点である。インフレの波及は，ま 

ず第-^に，藩財政の赤字をもたらす。他方で，r輸入インフレ」は名目貨幣需要を増加させるであ 

ろう。そこでとられる手段が，藩札の発行である。他方で，幕領経済における輸入の増大にたいし 

て，藩府は財源確保の手段として，また札発行の引当とすべき正貨獲得の目的もあって，「輸出」 

増大を図るであろう〜そのために設けられた制度が専売制である。この時期に多くの藩において， 

行政機構の中に「産物方J あるいは「国産方J と呼ばれる部局が創設されるようになったのはその 

反映である。これは，通常，輸出商品の生産拡大をも目指しており，札による産業融資も併せ行っ 

ていた。以上を因示すれば，次のようになろう。

図 1 インフレの波及と藩礼発行

図にみられるように，幕府同様，藩の場合も貨幣発行が経済政策の上で重要な役割を演じていた( 

しかし，雨者の間には非常に大きな相違があることも忘れてはならない。まず第一に，諸藩におけ 

る通貨発行量の増大は，対外的な要因によって生じた経済問題にたいする対応であった。したがっ 

て第二に，それら譜藩の藩札発行が，幕府による改鋳の場f合のように，ただちにインフレ夢因とな 

ったかどう力、，それ故，各地におけるインフレ加速化要因となったんどうか，一概にはいえない。 

本特集の西川，谷村文は , 各藩の藩札発行高がその藩の石高と相関していること，したがって「藩 

民」所得の大きさと全く網関係に決定されたのではないことを示唆しているが，それはここでの論 

点を裏がきしているといえよう。 幕府官僚が正貨にかんする政策上のノ ウ ，ハウを蓄積し， 「した 

たかさ」を身につけていたとすれば（西川，1 9 7 9 c ),いくつかの藩の r理財通J 官僚達の場合は， 

管理通貨発行の技術を’学んでいったのではないだろう(^8^

注( 2 7 ) しかしこれは必ずしも堪純にそうとはいいきれない。諸蒲はその財源のかなり部分を蔵米の販売代金に負っている 

ので，三都における物価上昇はその意味では好ましいことだからである0 しかし他方では，江戸 . 大^^屋敷の費用，領 

内における米以外の商品の値上りはマイナス要因である◊ 差引プラスであったかどうかは，おそらく個別例によって異 

なったであるう。ただ，財政赤字が前雄にはいえないというととは，それだけ，札発行一インプレという従来の議論が 

成り立もにくくなるのだということを強調しておかなけれぱならない。

( 2 8 ) この点，日本の経験は英国の場合と好対照をなす。17世紀末から！8世紀前半にかけての英■の政府が学んだのは国廣 

発行の技術であって，それ力i結果的には僮券?IT場の発達を促した◊ ヒダクス（1 9 7 0 )のうち，政府の借入方法の改善を

—— 7 1 0 ? … ——
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•最後に，.藩札発行の場合，それが直為に投資と結びつく可能性があった。もちろん，その可能性 

は必ずしも大きなものではなかたし，またたんなる高利金贷機関の行以上の妙能をもっていた 

国産方がどれはどあったか，疑問なしとしない。しかしそれが,運用次第では投資促進的要因とな 

り-得たこと，したがっすまた，幕府財政支出の効果を「増幅」させる要因となり得たことは在定で 

きないであろう。大喂® 信のやや誇張した表現を使えば，徳川後期には「ち百有余ノ政府人民と 

代く、リ銀行其他ノ商業ヲ経営シタト謂フ」ことができる。大映自身は，貨幣供給が即，資本形成と
(31)

なるという信念をもつ ていたといわれている力'; ,彼の頭の中には，札によ’る貨敷供給が生産拡大促
(32)

進効果をもちえたという実例が一少なべとも若千は----あったのかもしれない。

4 ところで，もし r国際實易J アナロジイが徳川期について有効であるとすれば，外国為替相 

場にあるのは金相場だというのが旧来からの見方であった。 しかし最近になって， Crawcour &  

Yamamura (1970)や新保 (I978) は，^1戸 •大版における貨幣相場の詳細な检討からこれを否定 

している。而地間の商品取引勘定と資金き動とが大阪金相場と^^戸銀相場とを均衡させるように絶 

えず調整されてり，通常の，貿易収支と為替レートとの間の関係とは異なっていた。

だが，以上は4 くまでも江戸. 大阪という幕領経済内における貨幣相場の間靡である。もし幕領 

経済外の地域と交易に焦点をあてれば，問題の性質は異なっでくるのではないだろう力、。あるい 

は幕領経済外の地域に別の貧離プック'が存在したとしたら, どうなるであろう力、。実際，本特巢 

における岩橋論文カミ提しているのはこのような間題なのである。

岩橋論文は, 西南地方におけるr銭遣い経済圏J の存在,そこにおける銀安銭高の可能性を示唆
, -

しているが，もし正しけれぱ，その銀安銭高のM向は—— その地域からの輸出は銀建でなされるの 

が普通であったから—— 「輸出主導型」の成長政策にとってきわめて好都合な環境セあったに違い 

ない。 しかも， 幕府による藩札発行規制は, 金札にたいしては若干あったかもしれないが， 銀
( 3 ハ

札 * 銭札にかんしては実際上非常に緩やかであったから，こ の 「銭遣い経済圏J 内の諸藩は,やろ

注 論 じ た 筒 所 （137貝以下）と，産業1¥̂命との関述で金触市場の発達を論じた筒所(2 1 5 - 6 K )とを参照（ヒックス自身は 

国債の導入と債券市場の発達とを結びつけて記述してはいないが，後者との関連で言及されているP. G. M. Dickson  

，力’、，長期旧債の導入を‘Financial Revolution’ と呼んでいることに注意)o

( 2 9 ) 山ロ藩の r撫-#方j 収支についてみれば，生産的な支出は新ffl • 塩[II開発，灌槪施設への投資のみであって，それも 

歳入総額のごく 一■部にすぎず，大幅な黑宇は宝蔵金として退蔵されていた。 また同藩の請紙制鹿の場合も，運転資金へ 

の: 出しか行われず，収支は欺字，生産保進的性格もっていなかったようて，ある。视 本 （1 9 7 9 ) ,西 川 ( 1 9 7 9 c )第 1 
章参照。 •

( 3 0 ) 大石 (1969) 48Hに引)

( 3 1 ) 長 （1963) 第 2 章，大石（1969)。

( 3 2 ) おそらく，山利公正によってなされた福井藩の幕末のfJ：法はその一例であろう◊ ただ皮肉なことに，維新政府におい 

ては，大照はそめ山利財政の批判者として登場すろのである。それにも力、かわらず，貸附供給をま業育成政策0 要とす 

る考え力は，両者にしているように思われる。大石（1 9 6 9 )第 1節を参照。

( 3 3 ) 金迪い経済圓の仙台藩力；天明年問に究行した潘札は，金札ではなく叙札であったが，か束 (1952) はこれを幕府の意 

向によるものとみている。たった一つの事判ではあるが，幕府の藩札にたいする態度のまわれとみるととができよう0 

. ( とり点，.四川俊作教授の示唆による0 謝意を表したい。）

*-—  72(392^  ----
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うと思えぱ，銀札，錢礼の発行量を調整することによって最適の為替レ一トを維持することもでき 

たであろう。もちろん，そのような「理財通J が徳川期にいたかどう力S 大いに疑間である。けれ 

ども，結果的にみて最適の撰択を行った藩はあったかもしれない。少なくとも，旧来とは別の角度 

から，r外国為替相場」の影響を考えてみることができそうである。

N

.以上は，あくまでも今後検討するに値すると思われる仮説であり，しかも，そのうちのあるもの 

は仮説の上にたてられた仮説である。さらに注意すべきは，文政以降の投資増大•生産拡大という 

こと自体，. まだ充分に後実とはいえないという点である。このように残されている間題は多い。そ 

れゆえ，以上の仮説は，すでに確定された事実の説明というよりも，見方の問題，分析視角の問題 

なのである。本稿は,徳川後期経済におけるマネタリーな側面と実物的側面との関係をどう考える 

ぺきかという点について，問題の整理と若干の展望を行ったにすぎない。前節に示した4 つの仮説 

が，この間題をこついて新たな# 実発見と新しい解釈とをもたらすことを期待したい。
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